        社会科単元指導案                          　　　　指導者  川瀬健一
１．分野・単元    日本国憲法と基本的人権
２．単元目標      （１）日本国憲法の諸原則は、19・20世紀にわたる平和と豊かさを求める人類の苦闘の結果できたものであることをつかむ。
　　　　　　　　　（２）憲法が保障する基本的人権の概要をつかみ、子供（未成人）でも同じ権利をもっていることを確認する。

　　　　　　　　　（３）権利が犯されている例を日常生活から見つけ出し、権利侵害をなくす方法を考えることを通じて、権利を守る難しさと大切さを学ぶ。
３．単元の指導観  
　　日本国憲法は日本人すべてに同等な権利を保障している。そしてここに定められた諸権利は、同じ時期に定められた「国連憲章」や「国連人権宣言」で高らかに歌い上げられた諸権利と同じである。

　　今日、日本国憲法の諸原則、とりわけ第９条の戦争の放棄や、第２章の基本的人権の項に対する疑問が提出されているが、この議論は、日本国憲法の諸原則が、少なくともここ200年にわたる人類の苦闘、すなわち平和と平等と豊かさを求めての戦いの成果として存在し、２１世紀において発展されるべき諸原則であるという事実を、故意に無視したものである。

　　第９条の戦争の放棄は、前文で歌い上げられた全ての人々がもつ「平和的生存権」を保障するために、帝国主義戦争の最中に作られた「不戦条約」（1928年）の理念を発展的に規定したものである。そしてつづく第２章で定められた諸権利は、人々の革命権（権利を保護しない政権・国家を転覆する権利）を定めていないとはいえ、17・18世紀のヨーロッパでの自由と平等を求めた人々の戦いの成果と、産業革命以後の社会の資本主義化の中で生まれた貧困を解消させるために、19世紀から20世紀のヨーロッパでの戦いの成果とを、見事に結晶化している。そして先の「平和的生存権」と「戦争放棄」とは、20世紀の帝国主義戦争の惨禍との戦いと、帝国主義と戦って独立を勝ち取った植民地解放闘争の思想が体言されたものと見ることもできよう。

　　しかし生徒たちをはじめ、私たちの多くは、「権利」という問題を無視しがちである。それは「権利」とは、人々が平等に平和に暮らすために戦いとったものであり、たゆまぬ啓発活動と権利侵害にたいする戦いを展開いないでは、守ることも広げることも出来ないからであろう。

　　本単元では、日本国憲法に体現される「権利」の歴史的由来を学び、その基本的な考え方を国連人権宣言や子供の権利条約との関連で学習しながら、日々の出来事の中から権利侵害の例を自ら選び出し、その解決方法を考える作業を通じて、権利の意味をつかまえさせたい。

４．指導計画

	時
	課題
	生徒の活動

	１
	日本国憲法の歴史的位置①
	１　日本国憲法ができた歴史的経緯を復習する。

２　憲法の三原則のうちの、「国民主権」と「基本的人権の尊重」という原則の意味をつかまえ、これが定められた理由を推理する。

３　絶対王政との闘争を通じてこれらの原則が確立されたことと第二次世界大戦への反省があったことをつかむ。

	２
	日本国憲法の歴史的位置②
	１　日本国憲法の原則の１つである「戦争放棄」の意味を憲法の条文にそって確認する。

２　この原則が憲法に盛り込まれた理由を推理する。

３　戦争への反省であり、アメリカの世界戦略の結果でもあるが、1928年の不戦条約に結実する反戦・植民地独立闘争の結果でもあることをつかむ（平和的生存権）。

	　　　３


	自由とは何か①
	１　「自由」とはどういうことか、その説明を班で考え発表する。

２　フランス人権宣言の文言をヒントにして、それが他人の権利を侵さない限り何事もなしうるということであることをつかむ。

３　さらに「社会に害をなす」場合は自由も制限されることを学び、この意味とこの考え方に潜む危険性を考える。

	４


	自由とは何か②

―生命身体の自由―
	１　憲法の第18条と31～39条を読み、それがどういうことを意味しているかを班で討論し発表する。

２　これこそ「自由」の主要な中味であり、自分自身の命を守る権利であることをつかむ。

３　この権利を侵した例を班で討論し、発表する。

	５
	自由とは何か③

―精神の自由―
	１　憲法の19・20・21・23条を読み、それがどういうことを意味するかを班で討論し発表する。（２項目・各３班に分担）

２　この作業を通じて「心の自由」があってこそ一人一人が大切にされるということを理解する。

３　この権利を侵した例を班で討論し、発表する。

	６
	自由とは何か④

―経済活動の自由―
	１　憲法の第22・29条を読み、それがどういうことを意味しているかを班で討論し発表する。（２項目・３班に分担）

２　この作業を通じてこの権利のみ「公共の福祉に反しないかぎり」という制限がついていることをつかむ。

３　公共の福祉に反しないとはどういうことかを考える。

	７


	平等・差別とは
	１　憲法の第14・24条を読み、それがどういうことを意味しているかを班で討論し発表する。（２項目・３班に分担）。

２　この作業を通じて差別＝平等にあつかわないとはどういうことかをつかむ。　

３　差別の例を班で討論し発表する。

	８
	社会権①
	１　憲法の第13・25条を読み、それがどういうことを意味しているのかを班で討論し発表する。

２　なぜこのような権利が定められたのかを推理する。

３　この権利が産業革命後の経済の発展にともなう貧富のさをなくすために生まれたものであることをつかむ。

	９

	社会権②
	１　憲法の第26・28条を読み、それがどういうことを意味しているのかを班で討論し発表する。

２　なぜこのような権利が定められたのかを推理する。

３　この権利も貧富の差をなくすために生まれたものであり、より豊かな平和な社会をつくるためのものであることをつかむ。

	10
	人権を守るための権利
	１　人権を守るための権利には「参政権」と「請求権」とがることをつかむ。

２　参政権の中心である「公務員の選定・罷免権」の内容と、請求権の中心である「裁判を受ける権利」の内容とをつかみ、これらの権利が何のためにあるかを考える。

	11
	広がる人権
	１　新しい権利として、「知る権利」「プライバシーの権利」「環境権」とが認められたことをつかむ。

２　それぞれの権利の内容をつかみ、これらの権利が出来た理由・目的を考える。

	12
	権利の犯された例の調査
	１　本や新聞や日常生活の中から「権利侵害」の例を見つけ、どこがどう問題なのかと、この侵害をなくすにはどうしたら良いかを考え、レポートにまとめる（夏休みの宿題）

	13
	いくつかの例について学習し、自分の意見をまとめる
	１　選ばれたレポートを読み、それぞれのレポートについての自分の意見をまとめる。

	14
	発表と討論
	１　レポートを発表し、それをもとにみんなで討論する。

	15
	レポート
	まとめレポートにとりくむ。

	16
	まとめ
	まとめプリントで単元の学習をまとめる。


５．評価規準

	関心・意欲・態度
	社会的な思考・判断
	資料活用の技能・表現
	知識・理解

	
	
	
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　   　　　　指導者  川瀬健一

日本国憲法と基本的人権（１）

「何のために憲法はあるか？」
１．本時の目標　　①憲法の三原則のうちの、「国民主権」と「基本的人権の尊重」という原則の意味をつかまえ、これが定められた理由を推理する。

　　　　　　　　　②この推理を通じて、絶対王政との闘争を通じてこれらの原則が確立されたことと第二次世界大戦への反省があったことをつかむ。

２．本時の指導観　　

　日本国憲法の三原則のうち、「国民主権」と「基本的人権の尊重」とは、民主主義を政治体制とする諸国家の憲法に共通する要素である。この原則の成立は、遠く17世紀までさかのぼり、絶対王制と市民階級の闘争の中で、王の徴税権と立法権、そして軍隊統帥権とを制限しようとする中から生まれた。この意味でこの二つの原則は、近代社会の基本原則でもある。

　　また、日本国憲法の成立過程を考えてみると、この二つの原則は、大日本帝国憲法下の日本において、民主主義が抑圧され、日本が戦争へと邁進したことへの反省が込められている。すなわち議会の統制の外にある天皇大権に依拠して戦争が遂行されたことへの反省である。

　　本時は、国民主権と基本的人権の尊重の基本的考え方を学び、これを基礎にして、この二つの原則が立てられた意味を推理することを通じ、この憲法が、戦争への反省に依拠して作られていることと、歴史的には王の権限を制限しようとした人々の闘争の系譜を引いており、それが「象徴天皇制」とセットになっていることをつかませたい。

３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習

国民主権とは

基本的人権の尊重

まとめ
	ノートの復習問題をつうじて、日本国憲法成立の歴史的経緯を確認する。

「主権」という語の意味を手がかりにして国民主権の意味をつかむ。

「人権」の語の意味を手がかりにして基本的人権の尊重の意味をつかむ

各自の考えをノートに書く

班で討論する

各班の意見を発表する。

まとめの問題で今日の学習内容をつかむ
	復習問題を提示

憲法の条文を参照する

※王の権限を制限する流れに位置し、この結果「象徴天皇制」ができたことを補足する。




４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


   社会科学習指導案                    　　           　　　　   指導者  川瀬健一

日本国憲法と基本的人権（２）

「戦争放棄」
１．本時の目標　①日本国憲法の原則の１つである「戦争放棄」の意味を憲法の条文にそって確認し、　この原則が憲法に盛り込まれた理由を推理する。

　　　　　　　②この原則は戦争への反省に基づいたものであり、アメリカの世界戦略の結果でもあるが、1928年の不戦条約に結実する反戦・植民地独立闘争の結果でもあることをつかむ（平和的生存権）。

２．本時の指導観　

　　　戦争放棄の原則こそ、日本国憲法の特色の中心である。この憲法の前文に明記されているように、「二度と戦争の惨禍をくりかえさない」ためにこの憲法は作られた。

　　　だが憲法がつくられる経過を見ただけでは、なぜこの憲法が「戦争を放棄」し「軍隊を持たない」という、世界に類例のない内容になったのかは理解しがたい。ともすれば「アメリカの押しつけ」という理解を生んでしまうのである。

　　　この鍵は、1928年の「不戦条約」にある。この国際条約に違反して第２次世界大戦を引き起こした国々に対しては厳しい国際的制裁が課せられたのであり、日本に対しては、侵略を受けたアジアの国々の強い要請もあって、もっともきびしい制裁措置が取られたのである。

　　　本時は憲法の条文の意味を読み解き、これが「国際紛争の解決する手段としては、戦争と武力の行使を」永久に放棄するとともに、「陸海空軍その他の戦力」を持たないものであることをつかみ、この歴史的背景を推理することで、この原則の意味をつかませたい。

３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習（憲法の意味）

戦争放棄

まとめ
	前の単元の学習を思い出し、この憲法が戦争を繰り帰さないためにつくられたことを確認する。

第１項・第２項の意味を班で討論し、国際紛争解決手段として「戦争・武力行使」が放棄されたことをつかむ。

自分の考えをノートに書く

各自の考えを発表する

まとめ問題で今日の学習の内容をつかむ
	ノートの復習問題を提示

憲法第９条を提示

ノートの復習問題を提示

※資料①を提示戦争を制限したのはドイツ・イタリアがあることを補足。

※憲法前文と資料②不戦条約を提示し、これが「平和的生存権」に基づくものであることを補足する。


４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　   指導者  川瀬健一

日本国憲法と基本的人権（３）

「自由とは？」
１．本時の目標　①　「自由」とはどういうことか、その説明を班で考え発表する。

　　　　　　　　②　フランス人権宣言の文言をヒントにして、それが他人の権利を侵さない限り何事　もなしうるということであることをつかむ。

　　　　　　　　③　さらに「社会に害をなす」場合は自由も制限されることを学び、この意味を考える。

２．本時の指導観　　

　　　「自由」というと「なんでも自分勝手に…」と考えがちで、この理解をもとに、「義務観をもっと強化すべし」との論や、「自由は制限すべき」との論が出がちである。本来自由および権利の考え方の背景には、「個人を尊重する」という考えとともに、「社会の構成員として社会に貢献する」という「社会の一員としての権利と責任」という考え方があるが、民主主義の未成熟な日本は、この観点が抜けているのである。

　　　本時は、「自由」という言葉をてがかりにしてこれが「何をして良いのか。何をしてはいけないのか」を考え、フランス人権宣言を参考にして、自由とは「他人の権利を侵さないかぎりにおいて本人の意思にしたがって動いて良い」ことであり、それは動じに「社会に害をなさない」限りでもあることをつかませたい。

３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	前時の復習

自由とは？

まとめ
	ノートにより、日本国憲法の三原則の歴史的由来を確認。

自由ということばを手がかりに「何をしてよいか」「何をしてはいけないか」を考える。

自分の考えをノートに書く

班で討論する

各班の意見を発表する

まとめ問題で本時の学習内容をつかむ
	ノートの復習問題を提示

※教科書ｐ２０５フランス人権宣言を参考に自由と個人・社会との関係を確認する。


４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


  社会科学習指導案                    　　           　　　　   指導者  川瀬健一

日本国憲法と基本的人権（４）

「生命・身体の自由」
　１．本時の目標　①　憲法の第18条と31条を読み、それがどういうことを意味しているかを班で討論し発表する。

　　　　　　　　　②　これこそ「自由」の主要な中味であり、自分自身の命を守る権利であることをつかみ、何がこの権利の侵犯なのかを考える。

２．本時の指導観　　

　　　自由とは、他人を害さないかぎり何をしても良いと言うことである。しかしその根幹は、生命・身体の自由である。なぜなら自由権とは王による恣意的な権利侵害との闘争の中で生まれたものであり、この中でも、さまざまな権利を行使する基礎である、生命を守る権利としての自由が生まれたのである。

　　　人は一人一人が「生きる権利」を持っている。それを守る権利が「生命身体の自由」である。

　　　本時は、憲法第31条と第18条を読んで、それが「何をしてよく」「何をしてはいけない」のかということを討論して内容をつかみ、この権利を侵害した例を考えていきたい。

　３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習「自由とは」

生命・身体の自由とは？

まとめ
	自由とは「他人を害さない」かぎり何をしても良いことを確認。

憲法の条文を読み、おおよその意味をつかみ、二つのきまりが「何をしてよく」「何をしてはいけない」かと考える

ノートに自分の考えを書く

各班で討論する。

各班の意見を発表する。

ノートのまとめ問題でまとめる
	ノート復習問題を提示

教科書ｐ190・189の「第31・18条」を提示する

※ここは自由に発言させていく

権利条約では第６・１９・３２・３３・３４・３７条、権利条例では第１０・１９・２３・２４条であること、憲法でも３２・３３・３４・３６・３７・３８条でこの権利を守るために権利があることを補足する。


４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　   　　　　指導者  川瀬健一

日本国権憲法と基本的人権（５）

「精神活動の自由」
１．本時の目標　①　憲法の19・20・21・23条を読み、それがどういうことを意味するかを班で討論し発表する。（２項目・各３班に分担）

　　　　　　　　②　この作業を通じて「心の自由」があってこそ一人一人が大切にされるということを理解する。

２．本時の指導観　　

　　　自由権は生命・身体の自由が基本ではあるが、この権利が王による専制政治との闘争によってできたことから、王の政治を批判する自由であり、王の定めた国教からの信仰の自由も重要な一面であった。つまり心の自由である。日本国憲法では、第19条で思想の自由と良心の自由という形で、「考えることの自由」「自分の良心に従って善悪を判断する自由」と、心の自由一般を規定した。そしてその細則として、第２０条で信教の自由をさだめ、第21条では表現活動の自由、そして第23条で学問の自由を定めた。

　　　本時は第19条の「思想と良心の自由」を手ががりに、これは「何をしてよく」「何をしてはいけない」ことなのかを考え、この意味をつかむなかで、心の活動としての宗教・集会結社言論などの表現活動や学問の問題があることを理解させて行きたい。

　３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：生命身体の自由

精神活動の自由とは？

信教の自由・表現の自由・学問の自由

　

まとめ
	ノートの問題にそってこれが生きる権利であり行動の自由であることを確認

資料を読み、「思想」「良心」とは何かをつかむ

ノートに自分の考えを書く

班で討論する

各班の意見を発表する

教師の問いに沿って、憲法の条文を読み、信教の自由・表現の自由・学問の自由が「何をしてよく」「何をしてはいけない」のかを考える。

まとめの問題で今日の学習をつかむ
	ノートの復習問題を提示

教科書ｐ189第19条を提示

※これは考えることの自由であり善悪の判断の自由であることをつかませる

教科書ｐ189　第20・21・23条を提示

※条約12～17条条例11～16条が精神活動の自由であることを補足


４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　   　　　　指導者  川瀬健一
日本国憲法と基本的人権（６）

経済活動の自由と「公共の福祉」
本時の目標　①　憲法の第22・29条を読み、それがどういうことを意味しているかを考える。

　　　　　②　この作業を通じてこの権利のみ「公共の福祉に反しないかぎり」という制限がついていることをつかみ、公共の福祉に反するとはどういうことかを考える。
２．本時の指導観

　　　「人権」という考え方は、資本主義の勃興と発展の中で力をつけてきた市民階級が、王や封建諸侯との闘争の中で生み出したものである。したがってその「自由」の中には、彼らの主たる活動である「経済活動」の自由が重要な要素として組みこまれている。すなわち職業・居住・移転の自由は国境をも超える自由であり、経済活動の基礎になる「財産権」の保障が中心となる。

　　　しかし日本国憲法における「経済活動の自由」の特徴は、この自由が明確に条文において「公共の福祉のに反しない限り」という制限がついていることである。

　　　では「公共の福祉」とは何か？。極めてあいまいな概念であり、ナチスドイツのように公共の福祉の名のもとに基本的人権を制限することすらでき、これは国家主義に通じる危険性すらある。

　　　本時は憲法の条文を手がかりに自由の内容を考え、これが他の自由と違って「公共の福祉」によって制限されていることをつかみ、その意味するところを考えさせたい。
　３．指導過程
	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：精神活動の自由

経済活動の自由

公共の福祉とは

まとめ
	自由には他人の権利を侵す以外の制限がなかったことを確認する。

条文をもとに何が出来て何が出来ないかを考え、整理する。

自分の考えをノートに書く

各自の考えを発表する。

自分の考えをノートに書く

班で討論し班の考えを発表する

まとめ問題で今日の学習をつかむ
	ノートの復習問題を提示

憲法第22・29条を提示

※「他人の権利を侵す」ことではないことに注視させる




４本時の評価
	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　  　　　　 指導者  川瀬健一

日本国憲法と基本的人権（７）

「平等権とは」
１．本時の目標　　①「差別されない」とはどういうことかを考え、それが「同じあつかいを受ける」ということではなく「同じあつかいを受けるが、能力に応じて必要な援助をうける」ことであることをつかむ

　　　　　　　　②憲法１４条を手がかりに差別の問題を考える。

２．本時の指導観　　

　　　平等というと「差別されない」「同じあつかいをうける」と考え勝ちである。たしかにそうであるが、問題はこう単純ではない。なぜならば人は「同じ扱いをうける」にはそれぞれが異なる「障害」をもっているからである。現実的に考えてみると「差別されない」とは、「同じ権利をもった人間として認める」ということであり、「同じあつかいをうける」ということであるが、同時に援助を必要とする人は「その能力に応じて援助を受ける権利をもつ」ということに成る。

　　　本時は、憲法１４条の「法の下の平等」「差別されない」という語を手がかりに、「差別されない」とはどういうことかを考え、それを基礎に、社会的に「弱者」を保護する措置が取られていることを手がかりに、それは「同じあつかいを受ける」のだが「必要な援助を受ける」権利をももつことを確認。さらに「信条」「性別」「社会的身分・門地」などの差別の要件について考えて行きたい。

　３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：自由権と公共の福祉

平等権

まとめ
	ノートの問いに答えていく中で自由権の意味と公共の福祉の関係とを確認する。

憲法14条を読み、これが「法の下の平等」とは「政治的・経済的・社会的関係において差別されない」ことであることをつかむ。

信条・性別・身分・門地について考える

ノートに自分の意見を書く

班で討論し各班の意見を発表する

各班の意見や「保護措置」の問題を検討し、「同じあつかいをうける」ことであり、「必要な援助をうける」ことであることをつかむ。

ノートのまとめの問題でまとめる
	ノートの復習問題を提示する

憲法１４条を提示

※「保護措置」が取られている例を考えさせ、その保護措置を取る意味を考えさせる

参考：子どもの権利条例第１６条「支援を受ける権利」


４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　  　　　　 指導者  川瀬健一

日本国憲法と基本的人権（８）

「社会権」①
１．本時の目標　　①社会権の基礎である「生存権」の意味をつかみ、これが平等権の発展したものであることをつかむ。

　　　　　　　　②なぜ「生存権」が生まれたかを考え、これがさまざまな貧富の差を緩和する目的で作られたことをつかむ。

２．本時の指導観　　

　「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する」との「生存権」の規定は、全ての国民が平等に最低限度の生活をする権利を持つということであり、第２項は、この権利を守るために、最低限度の生活ができない人々に対して、国がさまざまな支援をしなければならないことを定めたもので、「生存権」が、平等権の「社会的弱者は支援をえる権利を有する」という考えの発展したものであることがわかる。また、支援がなければ最低限度の生活を維持できない人々とは誰のことかを考えてみることにより、これが老人や障害者など、職を得られない貧しい人々だけではなく、ほっておけば貧しい状態になる労働者や、そもそも支援なくして生きられない子供を含むことが理解できよう。つまり「生存権」は、社会的な弱者を支援するものであり、とりわけ社会に存在する貧富の差を緩和する意図で作られたものであることがわかる。

　本時は生存権の規定を手がかりにして、生存権の意味とその成立の社会的背景を探っていきたい。

３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：平等権

生存権とは？


国の支援義務

まとめ
	ノートの問いに答えていく中で平等の意味と弱者には支援を得る権利があることをつかむ。

第25条①を参考にして、皆が等しく最低限どの生活をできる権利をもっているものであることをつかむ。

ノートに自分の意見を書く

各自の意見を発表する。

以上の確認を基礎に第25条②は、弱者への国の支援の義務を定めたものであることをつかむ

ノートのまとめの問題でまとめる
	ノートの復習問題を提示する

憲法第25条を提示

※社会には支援がないと最低限度の生活さえできない人々がいることに気がつかせる




４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　  　　　　 指導者  川瀬健一

日本国憲法と基本的人権（９）

「社会権」②
１．本時の目標　　①社会権の１つである教育を受ける権利と労働者の権利の意味を考える。

　　　　　　　　②教育を受ける権利も労働者の権利も自立する力を与える意味があることをつかませ、社会権とはそういうものでもあることを理解させる。

２．本時の指導観　　

　教育を受ける権利も労働者の権利も、どちらも社会権の一部である。したがって「教育を受ける権利」も社会的弱者に力を貸すという社会福祉の側面があり、これが「義務教育無償」の考え方を生んでいる。しかし社会権は同時に社会的弱者が自立する力をつけるという意味があり、この観点から教育を受ける権利をとらえると「学習権」という意味合いが強まり、「能力に応じて」援助を受けると言う面が強まってくる。同じことは労働者の権利についても言え、社会福祉的な意味で労働者を援助するという面が「労働基準法」として結実し、自立させるという面が「労働組合法」として結実している。

　本時は教育を受ける権利と労働者の権利の意味を考えることを通じて、社会権には弱者救済という意味以外に、自立できる力を与えると言う側面もあることをつかませたい。

３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：生存権

教育を受ける権利とは？


労働者の権利


まとめ
	ノートの問いに答えていく中で弱者が支援を得る権利として生存権があることをつかむ。

憲法第26条①を参考にして、義務教育は親の義務であり子どもには「学ぶ権利」しかないことをつかむ。

ノートに自分の意見を書く

各自の意見を発表する。

憲法第27・28条を参考に、勤労は権利であり、保護するために労働基準法が定められていることをつかむ。

ノートに自分の意見を書く

各自の意見を発表する

ノートのまとめの問題でまとめる
	ノートの復習問題を提示する

憲法第26条①を提示

※能力に応じた援助を受けて力をつける意味があることに留意

※集団にすることで力を強める意味があることに留意


４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　  　　　　 指導者  川瀬健一
日本国憲法と基本的人権（10）
「人権を守るための権利」
１．本時の目標　　①人権を守るための権利には「参政権」と「請求権」とがあることをつかむ。
　　　　　　　　②参政権の中心である「公務員の選定・罷免権」と請求権の中心である「裁判権」の内容をつかみ、この権利が何のためにあるかを考える。
２．本時の指導観　　
　「主権は日本国民にある」とか「基本的人権は犯すことのできない永久の権利である」といってみても、もしそれが犯されたときに、この権利を守る制度がなければ絵に書いた餅になる。この国民主権を保障する制度の基礎となる権利が、「参政権」である。参政権には様様な内容があるが、要は政治を実質的に行う代表者である公務員を選びそれを罷免する権利につきる。これが「公務員の選定・罷免権」である。そしてその他の参政権はすべてこの権利から派生しているといって過言ではない。また、国民主権をも含めた基本的人権が侵されたときに、それの回復を求める権利として作られたのが「請求権」であり、この中心となる権利は「裁判権（裁判を受ける権利）」である。
　本時はこの二つの権利の内容をつかみ、これが何のために存在する権利なのかを考えることを通じて、権利と言うものはそれを保持する努力が必要であるということについての認識も深めさせたい。
３．指導過程
	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：基本的人権
権利を守るための権利とは？

まとめ
	ノートの問いに答えていく中で基本的人権の概要と、それを乱用せず、それを守ることが大切であることを確認する。
権利を守るための権利には「参政権」と「請求権」とがあり、その中心が「公務員の選定・罷免権」「裁判権」にあることをつかみ、その内容を憲法の条文で確認する。

ノートに自分の意見を書く
班で討論し意見をまとめる
各班の意見を発表する
各班の意見を聞く中で、この権利が国民主権と基本的人権を守るためにあることを確認する

ノートのまとめの問題でまとめる
	ノートの復習問題を提示する
教科書ｐ60・61の表を提示
憲法第15条・第32条を提示
※必要であれば「公務員を選び首にする権利がなぜ国民にあるのか」「公務員とは誰のことを指しているか」「裁判とは何をすることか」を考えさせる



４本時の評価
	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　  　　　　 指導者  川瀬健一
日本国憲法と基本的人権（11）
「広がる人権」
１．本時の目標　　①新しい権利として「知る権利」「プライバシーの権利」「環境権」とがあることをしる。
　　　　　　　　②それぞれの権利の内容をつかみ、これらの権利が出来た理由・目的を考える。
２．本時の指導観　　
　権利は人々の暮らしを守るために社会的合意事項として作られてきた。したがってこれは、時代の変化とともにより深められたり、新しい権利が作られたりする。すでに学んだ社会権がそれである。

日本国憲法が定められて半世紀以上たった現在、日本でも多くの新しい権利が生まれている。公害や環境破壊が進む中で、生存権が犯される人が増え、これを守るために生まれた「環境権」。あらゆる物が商品化される中で個人情報までもが商品化されてさまざまな被害が生まれた。これを防ぐためにできた「プライバシーの権利」。さらには、政治が必ずしも本来の目的に添って行われていないことが明らかになる中で、主権者としての国民が政治を監視できるように生まれた権利として、国や地方公共団体の持つ情報を公開させる権利である「知る権利」も生まれた。新しい権利は他にもいくつもあるが、本時はこれらの権利の内容をつかんで、それぞれが生まれた目的や背景を考えることで、権利というものが守るだけではなく、広げていくものであることを学ばせたい。
３．指導過程
	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：権利を守る権利
新しい権利とは？
その背景は？




まとめ
	ノートの問いに答えていく中で権利を守る点の権利の内容と、その目的を確認する。
教科書を読み、「環境権」「プライバシーの権利」「知る権利」の内容をつかむ。

ノートに自分の考えを書く
各自の意見を発表する

　

ノートに自分の考えを書く。

各自の意見を発表する。

ノートに自分の考えを書く

各自の意見を発表する

ノートのまとめの問題でまとめる
	ノートの復習問題を提示する
教科書ｐ62・63を提示　
※公害・環境破壊の進展で生存権が犯されることに留意

※個人情報が売られていることに留意

※主権者が政治を監視するという意味であることに留意


４本時の評価
	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	








環境権が生まれた理由・目的は何だろう？





憲法第31条・第18条は、「何をしてよく」「何をしてはいけない」�と定めてあるのか？








なぜ労働者には集団を組んで行動することが許されるのだろう？








「差別されない」とはどういうあつかいを受けることか？














自由とは何だろうか？





「国民主権」「基本的人権の尊重」の原則が立てられた理由は何だろう？











経済活動の自由が他の自由と違う所があるがそれはどこか











憲法第19条は、「何をしてよく」「何をしてはいけない」と定めたのか？





知る権利が生まれた理由・目的は何だろう？





プライバシーの権利が生まれた理由・目的は何だろう？





教育を受ける権利の「能力に応じて」とはどういう意味だろう？








なぜ「戦争放棄」の原則が作られたのだろう？





「公共の福祉」に反するとは、どのようなことだろう？





「公務員の選定・罷免権」「裁判を受ける権利」はそれぞれ何のためにあるのだろう？








なぜ「生存権」という権利が生まれたのだろう？











